
海外で稼いだ所得に対する課税（３つのパターン） 

 

 

① 居住者（②以外）      ② 居住者だけど非永住者         ③ 非居住者 
                     ・日本国籍を持っていない 

                                ・過去１０年以内に日本に住所又は 

                                 居所があった期間が合計５年以下 

                               

 

 

 

  

 

海外所得も全て申告必要       日本受取の海外所得が申告必要       海外所得は申告不要 

      （全世界所得課税）             （送金課税）                   （非課税） 

                               

   

 

居住者とは 

  日本の所得税法上の定義 ； 国内に「住所」を有する個人。 

または、現在まで引き続き 1 年以上「居所」を有する個人。 

 

非居住者とは 

  日本の所得税法上の定義 ； 居住者以外の個人。 

 

 

【よくある質問】 

  Q1；そもそも 「住所」 がどこにあるのか、税務署は何を基準に判断していますか？ 

  A1；その個人の「生活の本拠地」がどこにあるかということで判定しています。 

 

  Q2；複数の国に住まいを持って移動しています。この場合はどうなりますか？ 

  A2；主な住居の有無、職業や家族の状況、国籍などをもとに住所を推定し、租税条約も参考とします。 

    滞在日数だけで判定するものではありません。 

 

  Q3；非居住者として海外に居ながら日本の確定申告をすることができるのですか？ 

   A3；はい、出国後に行う確定申告は日本国内での「納税管理人」という代理人を通じて行います。 

※ 非居住者になった後の期間は雑損控除、寄付金控除、基礎控除以外の所得控除は適用不可です。注意しましょう。 

 

 

参考；所得税法第二条（定義）同法第七条（課税所得の範囲）https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=340AC0000000033 

    

 

 日本の所得 

外国の所得  

日本の所得 

外国の所得のうち 
 

 

日本で払われたもの 

日本に送金されたもの 

 

日本の所得 

外国の所得  

 


